
研究⽀援職員としての基礎知識
〜ゼロから始める研究者との協働〜

平成26年8⽉27⽇
⾼知⼤学 法⼈企画課 主任 宮内卓也



講師の⾃⼰紹介
宮内 卓也

「研究者（政治学）」を諦めたのが、平成1４年
【就職後の経歴】

・総務課 法規係（２年間）
⼤学統合・国⽴⼤学法⼈化

・⽂部科学省 研究振興局（１年間）
科研費・公益法⼈監査

・地域連携課 知的財産係（５年強）
知的財産・産学連携

・研究協⼒課 研究推進係（１年間）
科研費・競争的資⾦

・法⼈企画課 法⼈企画係（２年）
教育組織改⾰（改組・新学部設置）

【趣味】
・旅（特に鉄道旅⾏）をすること
・お酒を飲むこと（「お酒の誘いは断りません」）

研究系

総務・
企画系

⽂部
科学省



講師の自己紹介

宮内 卓也
【講師となった背景】
平成24年度〜平成25年度
SPOD「次世代リーダー養成ゼミナール」３期⽣
「SPODフォーラム２０１３」

若⼿職員に知ってもらいたい『報・連・相』のコツ
〜もっと良くなる職場内コミュニケーション〜

修了論⽂
「社会連携に資する研究⽀援職員の初期段階に
おける育成法の考察」

http://www.spod.ehime-u.ac.jp/contents/_contents1_53.pdf



「研究」とは？

⽤語の定義①

事物・機能・現象などについて新しい知識を得るために，
⼜は既存の知識の新しい活⽤の道を開くために⾏われる
創造的な努⼒及び探求

総務省 統計局 「科学技術研究調査」
⽂部科学省 『科学技術要覧』 より

個々の研究者の内在的動機に基づき、⾃⼰責任の下で
進められ、真理の探究や課題解決とともに新しい課題の
発⾒が重視される研究

H26.5.26 ⽂部科学省 科学技術・学術審議会 学術分科会
「学術研究の推進⽅策に関する総合的な審議について」中間報告より

「学術研究」とは？



「研究者」とは？（最広義の定義）

⽤語の定義②

⼤学（短期⼤学を除く）の課程を修了した者（⼜はこれと
同等以上の専⾨的知識を有する者）で，特定の研究テー
マをもって研究を⾏っている者

資源配分主体が広く研究開発課題等を募り、提案された
課題の中から、専⾨家を含む複数の者による科学的・技
術的な観点を中⼼とした評価に基づいて実施すべき課題
を採択し、研究者等に配分する研究開発資⾦

H18.3.28閣議決定「第3期科学技術基本計画」より

「競争的資⾦」とは？

総務省 統計局 「科学技術研究調査」
⽂部科学省 『科学技術要覧』 より



科学技術基本法・科学技術基本計画
1995年 科学技術基本法

科学技術（⼈⽂科学のみに係るものを除く）の振興に関
する施策の基本となる事項を定め、科学技術の振興に
関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、
我が国における科学技術の⽔準の向上を図り、もって
我が国の経済社会の発展と国⺠の福祉の向上に寄与
するとともに世界の科学技術の進歩と⼈類社会の持続
的な発展に貢献すること

科学技術基本計画
第１期：1996年（H08）〜2000年（H12）
第２期：2001年（H13）〜2005年（H17）
第３期：2006年（H18）〜2010年（H22）
第４期：2011年（H23）〜2015年（H27）



科学技術基本計画

第３期：2006年（H18）〜2010年（H22）

政策課題対応型研究開発の「重点推進４分野」
ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテク・材料

「推進４分野」
エネルギー、ものづくり技術、社会基盤、フロンティア

【基本理念】
① 社会・国⺠に⽀持され、成果を還元する科学技術
② ⼈材育成と競争的環境の重視

第２期：2001年（H13）〜2005年（H17）

国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点（４分野）
ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料

【基本理念】
① 知の創造と活⽤により世界に貢献できる国

ノーベル賞受賞者を３０⼈（５０年間）
② 国際競争⼒があり持続的発展ができる国
③ 安⼼・安全で質の⾼い⽣活のできる国



科学技術基本計画

第４期：2011年（H23）〜2015年（H27）

「将来にわたる持続的な成⻑と社会の発展の実現」のため
震災からの復興、再⽣の実現
グリーンイノベーションの推進
ライフイノベーションの推進

【今後の科学技術政策の基本⽅針】
① 「科学技術イノベーション政策」の⼀体的展開
② 「⼈材とそれを⽀える組織の役割」の⼀層の重視
③ 「社会とともに創り進める政策」の実現

第５期へ



0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

平
元

２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

国立大学

公立大学

私立大学

⼤学における本務教員数（教員研究者数）の推移

出典 学校基本調査報告書より

「教員」のうち、ほぼすべての者は「研究者」に含まれる。
※特定の業務に「専念」するための「（特任）教員」などは除かれる。
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⼤学における本務教員数（教員研究者数）の推移
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出典 学校基本調査報告書より

H25年は、H元年ベースで約1.47倍、H８ベースで約1.28倍
⼤学の「研究者」の多くを占める「教員」は増加傾向
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⼤学院在籍者数（⼤学院⽣（初期研究者）数）の推移
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出典 学校基本調査報告書より
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⼤学院在籍者数（⼤学院⽣（初期研究者）数）の推移
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出典 学校基本調査報告書より

H25年は、H元年ベースで約３倍、H８ベースで約1.55倍
⼤学の「研究者」の卵とも⾔える「⼤学院⽣」は、重点化政策の
影響もあり、⼤幅な増加。
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⼤学における基盤的経費の推移

H26.5.26 文部科学省 科学技術・学術審議会 学術分科会
「学術研究の推進方策に関する総合的な審議について」中間報告より

億円

⼤学の基盤的経費である「私⽴⼤学等経常費補助⾦」
「国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦」は、削減が続く
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（財務省「予算書・決算書データベース」）より
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科学技術振興費の推移
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千円

H25年は、H元年ベースで約2.9倍、H８ベースで約1.71倍
ほとんどが競争的資⾦である科学技術振興費は、
「国家予算の逼迫」が⾔われる中では異例の延び
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⼤学における研究費の「外部資⾦率」
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出典 科学技術研究調査より

⼤学の研究費における「外部資⾦率」は、毎年増加してきている



まとめ
○ ⼤学における「研究者」の数は、⼤学数の増加に
併せて増加してきている。
○ ⼤学院⽣の数も、⼤幅に増加している。

○ ⼤学における「基盤的経費」は、減少してきている。
○ 科学技術研究費の増加からも分かるように、競争的
資⾦は増加してきている。
○ このことは、研究費の「外部資⾦率」の増加にも
現れている

研究における「競争的環境」の深化



競争的環境がもたらす「負」の側⾯①
【不正経理など（年度は報告書の作成年）】

H15 東京⼤学 不正経理
１名処分 912万円返還

H16 東京慈恵会医科⼤学 不正受給・不正経理
74名処分 ３億8,045万円返還

H18 早稲⽥⼤学 不正経理
１名処分 2,981万円返還

H22 ⼭⼝⼤学 不正経理
26名処分 １億9,000万円返還（報道ベース）

H26 北海道⼤学 不正経理
56名処分 ５億3,494万円返還



競争的環境がもたらす「負」の側⾯②
【研究不正・過度の利益相反など（年度は報道年）】

H16 アンジェスMG 「利益相反 報道」 事件

H17 東京⼤学「RNA⼲渉」論⽂データ捏造事件

H19 「タミフル」の臨床研究に関する利益相反問題化

H25 ⾼⾎圧薬「ディオバン」の利益相反等が問題化

H26 STAP細胞騒動（＋早稲⽥⼤学博⼠論⽂問題）



制度上の対応等

H16 科研費の機関経理の義務化

H18 「研究活動の不正⾏為への対応のガイドライン」
H18 ⽇本学術会議「研究者の⾏動規範」

H19 「研究機関における公的研究費の管理・監査の
ガイドライン（実施基準）」

H22 厚労科研で利益相反マネジメントの義務化

H25 ⽇本学術会議「研究者の⾏動規範」改訂

H26 「公的研究費ガイドライン」改正
H26 「研究不正ガイドライン」改正予定



「研究環境」と「⽀援⼈材」
平成８年 内閣府 「第１期 科学技術基本計画」
Ⅱ．新たな研究開発システムの構築

研究者が研究開発活動に専念できる環境を整備することとし、
研究開発を⽀援する⼈材を養成・確保するとともに、外部の
⽀援機能を活⽤し得る制度を整備する。

17年
後

平成25年 ⽂部科学省科学技術・学術審議会
「我が国の研究開発⼒の抜本的強化のための基本⽅針」

研究者が本来の活動に集中して、優れた研究成果を上げ、
またそれを最⼤限活⽤するためには、国際⽔準を⽬指した
研究環境の改善、特に研究者とともに⾞の両輪として研究を
推進する⾼度な専⾨性を有したリサーチ・アドミニストレーター
の存在が不可⽋である。

研究者が研究に専念 ⽀援⼈材の育成・確保



研究室整備

出張

補助者雇⽤

研究費管理

物品購⼊研究費申請

知的財産

産学連携

学⽣の成果

成果PR

契約交渉

研究指導

研究者を取り巻く多様な業務

産学連携
担当

知的財産
担当

広報担当

予算担当

経理担当

研究推進
担当

⼈事担当

学務担当

部局職員

事務補佐

研究者



ご清聴ありがとうございました

⾼知⼤学 法⼈企画課
宮内 卓也

TEL：０８８－８４４－８７５８
E-mail：jm-miyauchi@kochi-u.ac.jp



参考⽂献等
・⽂部科学省 「科学技術要覧 平成25年度版」

http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/006/006b/koumoku.htm
・⽂部科学省 「学校基本調査報告書」

http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.htm
・⽂部科学省 「研究活動の不正⾏為への対応のガイドラインについて研究活動の不正⾏為に関する

特別委員会報告書」2006年
・⽂部科学省 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」2009年
・⽂部科学省 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（改正版）」2014年
・⽂部科学省 科学技術・学術審議会 学術分科会

「学術研究の推進⽅策に関する総合的な審議について」中間報告 2014年
・内閣府 「科学技術基本計画」 第１期１９９６年 第２期２００１年 第３期２００６年 第４期２０１１年
・財務省 「予算書・決算書データベース」 http://www.bb.mof.go.jp/hdocs/bxsselect.html
・総務省 統計局 「科学技術研究調査」 http://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/index.htm
・⽇本学術会議 「研究者の⾏動規範」2009年
・⽇本学術会議 「研究者の⾏動規範 改訂版」2013年

・東京⼤学 「リサーチ・アドミニストレーターの職務内容・スキル標準等に関する調査研究」2010-2012年
・早稲⽥⼤学 「「リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備（研修・教育プログラムの作成）」

成果報告書」2012年
・奥登志⽣ 『⼤学と研究機関、技術移転機関のための知財契約の実践的実務マニュアル』経済産業調査会 2011年

・拙著 「社会連携に資する研究⽀援職員の初期段階における育成法の考察―⾼知⼤学での試⾏に向けた
プログラム開発を事例として―」
（次世代リーダー養成ゼミナール 修了プロジェクト実践ジャーナル 第3号 所収）2014年


